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1．はじめに ～研究の背景と目的～ 

 

2024 年 1 月 1 日，能登半島北岸の陸域から沖合に

至る複数断層を震源とする令和６年能登半島地震

（Mj7.6，最大震度７，以下「1.1」と略称する．）が

発生し，石川県内だけで死者 659 人（災害関連死を

含む），住家全壊 6,167 棟などの甚大な被害が生じた
1）．震源に近い沿岸部には津波が発生し，珠洲市寺家

以南の内浦側では，珠洲市,能登町などで浸水面積約

190ha，珠洲市で浸水深約４mと発表された 2）． 

その中で，「全員が迅速な避難行動を行い，犠牲者

を出さなかった」としてメディアや中央省庁によっ

て注目されてきた集落がある．珠洲市三崎町寺家下

出区では，「迅速な全員避難」を可能にした要因とし

て，2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震（以

下「3.11」と略称する）後の避難訓練の継続や「石

川県津波浸水想定区域図」に基づくハザードマップ

の周知などが評価されている 3）4）． 

能登半島地震に対する避難意識をめぐっては，

2007 年の地震から 3.11，2020 年以降の群発地震，

1.1 までの間，能登北部の住民の津波避難意識が，「低

意識」から「意識の向上」，意識の「二極化」へと変

化しながら 1.1 を迎えたとの報告がある． 

そこで，本研究では，下出区住民がなぜ「犠牲者

ゼロの迅速な全員避難」を実現できたのかを，1.1

での住民避難の意識・行動への影響要因の視点から

アンケート調査などによって明らかにする． 

2．避難に関わる先行研究と本研究の分析枠組み 

 

（1）防災行動に対する影響要因 

避難行動を含む防災行動全般に関わる学際的な理

論化の試みとして，大門大朗他（2023）は，日本に

おける個人の防災行動に関する研究を体系的にレビ

ューし,学際的かつ多面的な理論的枠組みの構築を

試みた．「防災行動ナビゲート理論」によれば，防災

行動の理解には,表-1 のとおり，認知的要因に加え,

社会的・文化的文脈，物理的環境，経済的・身体的

要因，情報収集・学習能力，信頼と依存のジレンマ，

社会的不平等などへの配慮が必要とされている 5）． 

本研究に関わる防災行動の説明に関しては，防災

行動を積極的に説明するアプローチ（計画的行動理

論）における認知的要因や「行動意図」への注目（リ

スク認知と自己効力感への働きかけ）に加え，「政

治・文化・社会・経済環境」といった広義の社会的

要因を理解する必要性も強調されている． 

一方，防災行動をとらない場合の説明としては，

正常化の偏見（危険を過小評価する傾向），オオカミ

少年効果（警報の空振りが続くことで警報を信じな

くなる現象），経験の逆機能（被害がなかった経験が,

将来の備えを妨げること）などの心理的メカニズム

が整理されている． 

ここでの重要な論点は，「リスク認知」から「行動

意図」を介して「防災(避難)行動」へと至る過程に

おける社会的要因の関わり方にあるといえる． 
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表-1 防災行動に対する影響要因 

1. 認 知 的

要因 

個人の心理的特性等に基づき形成されるリ

スク認知,行動意図,防災意識,自己効力感等 

2. 社 会 的

要因 

他者からの影響や社会的ネットワーク,地域

コミュニティの活動,ソーシャル・キャピタル等 

3. 文 化 的

要因 

地域の文化や伝承,過去の災害経験,集合

的記憶等 

4. 物 理 的

環境 

インフラ・施設，居住環境（耐震性や立地条

件），防災設備などの外的要因 

5. 経 済 的

要因 

職業,収入,補助金などの社会経済的地位，

行動経済学的手法を活用した行動変容等 

6. 身 体 的

要因 

高齢者や障害者などの身体的な能力，介

入・ケアの対象，社会的支援の対象 

7. 情 報 の

提供方法 

災害情報の内容や伝達方法,矛盾するメッセ

ージ（ダブル・バインド）等 

8. 教 育 と

学習 

防災教育や訓練,学習者のアイデンティティ

の変容,内発的動機づけの形成 

9. 信 頼 と

依存 

行政や専門家への信頼が防災行動を促進

する一方で,過度な依存は阻害要因となる 

10.社会的

不平等 

ジェンダー,社会的・経済的格差,文化的・言

語的障壁等 

 

 

（2）避難行動に対する影響因子 

災害時の避難行動に影響を及ぼす要因とその構成

因子について，災害心理学・災害社会学の知見をも

とに検討する．  

中村功（2008）によると，適切な避難行動の要件

には，1) 危険な地域の人が,2) 危険が襲う前に,3) 

安全な方法で,4) 安全な場所に避難し,5) 危険が去

るまで避難し続けることが必要であり,そのために

は,①生命を脅かすような危険がいつ襲ってくるの

かを認知すること（危険認知）,②避難を決定・実行

するための具体的な手段を備えていること（避難の

決定・実行）,さらには,その自助を支援する③地域

防災力を強化すること（地域防災力）が重要であり，

その３つの要因を促進・抑制する因子として表-2 が

提案されている 6）． 

これらは，避難行動に関する実証的因子であり，

学際的理論研究である表-1 の認知的・社会的・文化

的・物理的・身体的・情報的要因などとも相補的に

関係する，理論と実証を架橋する枠組みといえる． 

また,避難に関わる認知や行動は単独の因子によ

って決まるのではなく,複数の因子が相互に作用し

合い,その総和として避難の決定や行動に至ると解

釈できる（「避難のオーバーフロー・モデル」）． 

ここで必要となるのは,これらの影響因子が実際

の災害時にどのように機能するのかを，避難をめぐ

る住民の意識と行動，社会的条件などの現場の具体

的状況に即して見極めることである 7）． 

表-2 避難を促進・抑制する要因と因子 

① 「 危険認

知」を促進・

抑制する要

因 

1. 災害特性 (可視性,予測可能性) 

2. 災害警報の有無・内容・伝達メディア 

3. 災害経験 (経験の順機能・逆機能) 

4. 正常化の偏見 

5. 知識・災害文化 

6. 脆弱性の認識 (自宅の標高・古さ等) 

7. 社会属性 

② 「 避 難 の

決定・実行」

を 促 進 ・ 抑

制する要因 

1. 移動手段の有無・避難先 

2. 避難計画の有無 習慣化 

3. 災害弱者の存在 

4. 家族の集合状況 

5. 災害文化 

6. ペットの存在 

7. その他(発災日時,再入場関連等) 

③ 「 地域防

災 力 」 を 促

進 ・ 抑制す

る要因 

1. 地域社会の活力と関与度 

2. 防災機関(自治体等)の準備・資源 

3. その他 (家族・親族の存在，緊密な友

人関係) 

 

 

（3）3.11 の津波避難の調査結果と影響因子 

実際に，内閣府が 2012 年 12 月に実施した 3.11 時

の地震・津波避難に関する住民アンケート調査結果

から，津波避難への影響因子を抽出する 8）.  

・地震発生直後に津波到達を意識した人ほど,揺れ

が収まってから避難開始までの時間が短かった． 

・避難のきっかけは,「揺れ具合の判断」が 5 割弱

で最多．次いで「大津波警報」や「周囲からの呼

び掛け」がそれぞれ 3割弱であった． 

・避難しなかった理由として,「過去の地震でも大

きな津波が来なかった」（約 2 割）,「大津波警報

の発表を知らなかった」（2 割弱）が挙げられた． 

・地震から津波到達までの間に,家族や知人等の安

否確認を試みた人は 7割強にのぼった． 

・避難手段は,自動車の利用が 5 割強,徒歩が 4割強

であったが，車避難では 3割強が道路渋滞に巻き

込まれた．これには家族の安否確認行動が関連し

ているといえる．  

・災害時要援護者（自力歩行困難者）と同行してい

た人の方が,揺れが収まってから避難開始までの

時間が短かった． 

・3.11 以前に津波防災の取組を行っていた人は,「安

全な場所から津波を見ていた」（＝安全に避難で

きた）割合が高かった．これは事前対策が避難判

断と実行を促進した結果といえる． 

以上より，3.11 における津波避難に関わる影響因

子として，「津波到達意識」，「地震の揺れ具合」，「大

津波警報」，「要援護者の存在」，「家族等の安否確認」，

「周囲の呼び掛け」，「自動車の利用」，「事前対策」

などが重要と考えられる． 

（注）「大門大朗他（2023）」の要点を筆者が整理したものである． 

（出典）中村功（2008）． 
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（4）能登北部住民の津波避難意識の変化と影響因子 

能登半島でこれまで発生してきた地震のうち，こ

こでは，2007 年の能登半島地震，2020 年以降の群発

地震，そして今回の 1.1 に関わる先行研究を取り上

げて，能登北部住民の津波避難意識の変化と避難行

動への影響因子を把握する． 

a) 2007 年能登半島地震時の津波避難意識と行動 

青木賢人他（2009）は，2007 年の能登半島地震発

生時の津波に関する意識・行動と事前の知識・経験

（レディネス）との関係を分析するため，被災地（石

川県輪島市・志賀町）の中学生と保護者を対象にア

ンケート調査を実施した 9）．その結果，とくに「津

波想起－避難行動」の視点からは，震度 6 強の地震

後，津波を「想起した」と答えた保護者 70%,生徒 57%

に対し，実際に避難をしたのが 2 割前後にとどまっ

た点が注目される．その要因として，事前の警戒意

識の低さや知識・情報の不足などが指摘された．ま

た，避難をしなかった理由として．「津波は来ない」

「小さい津波だから安全」といった誤解が挙げられ，

防災学習の重要性が指摘された．さらに，今後の実

行性の向上に向けては，避難計画や避難訓練などの

事前対策の必要性が示唆される． 

b) 2022 年能登半島地震後の住民防災意識と行動 

平松良浩他（2024）は，2020 年以降に能登半島北

東部（珠洲市周辺）で活発化した地震活動,とくに

2022 年の震度 6 弱の地震を契機に,住民の地震・津

波防災意識や行動がどう変化したかを調査した 10）．

その結果，地震回数の増加により不安や関心は高ま

ったが,具体的な防災行動は限定的であった．津波に

関しても,不安を抱く人は増えたものの,備えをして

いない人が約半数に上り,備えた人も「避難場所・経

路確認」や「ハザードマップ確認」にとどまった．

防災行動が大幅に改善しなかった理由として,2022

年地震の実被害が小さかったことが指摘されている． 

c) 2023 年秋の住民避難意識と避難対策 

青木賢人他（2023）は，2007 年地震後の追跡調査

として，2023 年秋,珠洲市住民を対象に，津波防災

意識の変化を把握するための調査を実施した結果,

住民の半数は「津波は必ず来る」「強い揺れがあれば

即避難」といった高い意識を持つ半面，残り半数は

依然として関心が低く,防災意識の「二極化」が確認

された 11）．前者の意識向上の要因としては,3.11 の

報道を通じた「強い揺れ＝津波が来る」という認識

の浸透,県市による津波防災教育・支援事業の実施

（避難計画や避難訓練の強化）,さらに 2020 年以降

の群発地震や専門家による大規模地震の注意喚起が

挙げられる． 

d) 1.1 の津波避難行動と影響因子 

石橋真帆他（2024）は，1.1 における津波避難行

動の実態とそれに影響を与えた情報機能を明らかに

するため，2024 年 2 月・3 月，輪島市・珠洲市・穴

水町・能登町の避難者を対象に面接式アンケートを

実施した 12）．その結果は以下のとおりである． 

・津波を想起した人 41%に対し，避難した人は 59%

（浸水想定区域外の住民が多い）． 

・地震直後 0～5分以内に避難開始した人が 51%． 

・避難理由としては「強い揺れ」71%が突出し，「家

族のすすめ」27%，「自治会等の呼びかけ」26%，

「3.11 の津波の記憶」23%が続いた． 

ここで，1.1 で「津波想起に対する避難行動」が

大幅に増加した理由として，地震の「強い揺れ」が

避難促進に大きく作用したこと，また，「年始で家族

と一緒だったこと」，「周囲との密な関係性」などの

社会条件も大きく寄与した可能性が指摘された． 

以上の経緯より，津波避難への影響因子として，

「地震の揺れ」，「家族の集合状況」，「自治会・自治

体の防災活動（避難計画，避難訓練）」，「3.11 の津

波の記憶」，「避難知識」などが重要と考えられる． 

 

（5）本研究の分析枠組み 

本研究は，下出区における 1.1 での「迅速な全員

避難」の成立要因を検討するため，既述のオーバー

フローモデルや，3.11・能登群発地震等での調査結

果などを踏まえ，住民へのアンケート・ヒアリング

調査結果をもとに，図-1 のとおり，①「危険認知」,

②「避難の決定・実行」,③「地域防災力」のそれぞ

れ促進・抑制する要因の視点により,時系列（地震前

後）の流れに沿って分析する． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 避難行動の影響因子（本研究の分析枠組み） 

 

ここで，本調査で重視する影響因子は以下のとお

りである． 
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＜避難のきっかけ＞ 

〔地震前〕 〔地震後〕 

③ 地域防災力 

① 危険認知 ② 避難の決定・実行 

〔地震前〕 自主防災組織の体制・活動 → 〔地震後〕 災害対応 

〔地震前〕 自治体の体制・活動・各種整備 → 〔地震後〕 災害対応 
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①に関する，「脆弱性の認識」（危険認知），「防災知

識・災害文化」，「災害経験」（一連の能登半島地

震，3.11），「災害情報の伝達」など． 

②に関する，「避難計画・避難訓練」，「家族の集合

状況」，「要支援者の存在」など． 

③に関する，「自主防災組織の体制・活動」,「自治

体の体制・活動・施設整備」など． 

 

3．調査方法 

 

（1）調査概要 

本調査は，筆者が下出区自治会の全面的な協力の

下に，図-1の分析枠組みを反映した質問紙調査法を

用いて実施した．具体的には，2024 年４月から研究

の構想，調査の企画などを開始し，５月 30 日に会場

での説明・質問紙の配布・回収を実施し，自宅・応

急仮設住宅などへの留置き調査，面接調査，郵送調

査などを併用した．加えて,調査内容を補足するヒア

リング調査も行った． 

 

（2）対象者 

下出区に居住もしくは居住歴があり，１月１日に

下出区で津波を経験し，本調査に回答可能な方を対

象とした．なお，地震発生当時の住民数は 80 人（35

世帯）であった．しかし，元旦に帰省していた親族

や地元の須須神社への初詣参拝者を含めると，総数

は約 180 人に達したと報告されている 13）．  

 

（3）配布・回収率 

調査票は 80人に配布し，80 人から回収したため，

配布・回収率は 100％であった（配布・回収期間：

５月 30 日-９月 28 日）． 

なお，配布対象者は自治会の協力を得て，(2)の基

準に合致する 80 人を抽出し，調査協力を依頼した全

ての人から回答を得ることができた．但し，回収し

た 80 人分の回答には，地震当時の住民のみならず，

同基準に沿う帰省中の他出家族なども含まれる． 

 

（4）質問項目 

本調査の質問項目は，図-2 のとおり，①回答者の

社会属性，②事前の備え，③自宅の被害，④今回の

避難行動，⑤避難行動の自己評価，⑥「迅速な全員

避難」の理由（総合評価）であり，以下この順で調

査結果を分析する（なお，調査票の質問順序は，発

災時を起点に，③1.1 の被害・④避難行動の後，②

事前の備えも踏まえて，⑤自己評価，①社会属性を

経て，最後に⑥総合評価を質問した）． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 本調査の質問項目の流れ 
 

4．調査結果 

 

（1）回答者の社会属性 

a) 回答者の性別は，男性 43%，女性 57%であった（問

19）．年齢構成では 70 歳代が 24%と最も多く,60

歳代以上が全体の 50%を占めた（問 20）． 

b) 同居人数は，世帯当たり平均 3.0 人（問 21），避

難行動要支援者数は 17 人（回答のあった 26 世

帯の 65%）（問 22），避難時に連れ出したペット

は 11 匹（全世帯数の 44%）であった（問 23）． 

c) 住所変更をした人は 29 人で, 回答者の 48%に上

った（問 24）．なお,現在の居住者は 46 人・19

世帯であり,地震当時より 4 割以上減少した． 

 

（2）地震による被害と避難行動 

d) 地震・津波による大被害はそれぞれ 39%,41%であ

り,中小被害を含めると地震被害 93%,津波被害

90%に達した（問１）． 

e) 地震時（16 時 10 分）の居場所は下出区内の自宅

が 60 人（77%）であった（問２）． 

f) 避難開始時間（準備時間）は，地震から「５分

以内」が 45%，「10 分以内」が 79%であった（問

３）（表-3）．避難開始までの行動は,「身の安全

確保」67%,「家族等の安否確認」45%,「持ち出

す物の準備」22%などであった（問４）．その理

由としては,「無意識に動いた」59%,「大きな揺

れで命の危険を感じた」54%,「大きな津波が来

ると思った」39%が挙げられた（問５）． 

g) 津波が初めて堤防を越えた時（16 時 36 分頃）の

居場所は下出集会場(標高 22m)が 53 人（69%），

須須神社(同 21m)が 7 人（9%）で,いずれも避難

場所である（問６）．なお，下出区にはこれら２

つの避難場所と４つの避難路が指定されている

（図-3）．また，避難路の起点まで最も距離が長

い家屋（約 240m）からの歩行時間は約 4 分であ

る（高齢者の平均的な歩行速度 60m/分で計算）． 

③1.1 による自宅の被害 （問 1） 

④1.1 後の避難行動 （問 2-9） 

②1.1 前の津波避難の備え （問 10-14） 

⑤避難行動の自己評価 （問 15-17） 

①回答者の社会属性 （問 18-24） 

⑥「迅速な全員避難」ができた理由 （問 25） 
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h) 避難開始から完了までの移動時間は「5分以内」

31%,「10 分以内」69%であった（問 7）（表-3）．

避難経路は車道が 4 割強で最多,次いで，ようも

ん坂が 2割強（問 8）．移動手段は徒歩が 6 割弱,

自動車が 3 割強であった（問 9）．避難しなかっ

た 5・6 人は自宅が浸水区域外などであった． 

以上より，下出区の多くの住民は，地震・津波に

よる大被害の中，大きな揺れによる命の危険を感じ

ながらも,早期に避難を開始し，徒歩や自動車を用い

て指定避難場所へと迅速に避難を完了した． 

 

表-3 避難の準備時間（問 3）と移動時間（問 7） 

問３ 地震後の避難開始時間

（準備時間） 

問７ 避難開始後完了

までの時間（移動時間） 

  件数 割合 件数 割合 

５分以内 36 45% 24 31% 

10 分以内 27 34% 29 38% 

20 分以内 6 8% 11 14% 

30 分以内 3 4% 4 5% 

30 分超 0 0% 3 4% 

避難せず 6 8% 5 6% 

その他 2 3% 1 1% 

計 80 100% 77 100% 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 下出区の指定緊急避難場所と避難路 

（出典）国土地理院「令和6年能登半島地震 空中写真判読による津

波浸水域（推定）」〔2024 年 1 月 19 日更新〕を基に筆者作成 

 

（3）津波避難の備え 

i) 下出区への津波の想起については，「津波が来る

とは思っていなかった」が 58%で最も多く，「（「予

想とは違っていたが」を含む）津波が来ると思

っていた」が 42%であった（問 10）． 

j) 珠洲市「津波ハザードマップ」の認知について

は，「あることは知っていた(内容まで知らな

い)」が 77%，「内容まで知っていた」と「あるこ

とを知らなかった」が各 12%であった（問 11）． 

k) 地震・津波に対する自助の備えでは，「避難方法

の確認」が 61%で最多，「防災訓練・地域行事等

への参加」47%，「非常用持出袋の準備」34%が続

いた（問 12）．他方，「家族の話し合い」10%，「自

宅の耐震化」4%に止まった． 

l) 下出区主催の避難訓練への参加状況は，「毎回参

加」などの積極的な参加が 53%，「消極的な参加」

29%，「不参加」13%であった（問 13）． 

以上より，避難訓練への積極的な参加者は過半数

を占め,自助の備えにも一定の成果が認められる．一

方で,津波を事前に想起しなかった人やハザードマ

ップの内容を理解していなかった人が半数以上に上

るなど，防災意識の「二極化」が顕著に認められた．

また，家族の防災協議や自宅の耐震化などの重要な

対策が１割以下に止まることも明らかとなった． 

 

（4）自身の避難行動の自己評価 

これまでの事実確認を踏まえた上で,今回の自身

の避難行動に関する自己評価を質問した． 

m) 全体的な印象としては,「早かった（とても＋ま

あ）」が 79%で,「遅かった（とても＋どちらかと

いうと）」の 15%を大きく上回った（問 15）． 

n) 「早めの避難開始」ができた理由としては,「地

震の揺れが大きい（大津波が来ると思った）」47%,

「津波が来た場合の避難方法を決めていた」39%,

「地震時にいた場所（自宅など）が危険だと思

った」38%が上位を占めた（問 16）（表-4）． 

o) 一方,「避難開始が遅れた」理由としては,「過

去に津波の経験がなく,実感がなかった」5 件が

最多であった（問 17）． 

 

表-4 「早めの避難開始」ができた理由（問 16） 

  件数 割合 

地震後に津波が来ることを,知っていた 11  17% 

珠洲市の津波被害予測を知っていた 4  6% 

津波が来た場合の避難方法を決めていた 25  39% 

過去に津波の経験がなく,不安であった 10  16% 

地震時にいた場所が危険だと思っていた 24  38% 

下出区の津波避難訓練に参加していた 19  30% 

避難階段が整備されていた 6  9% 

自力で避難できない家族が同居していた 14  22% 

地震の揺れが大きいと思った 30  47% 

大津波警報の情報を見聞きした 15  23% 

近所の人から,避難するよう声をかけられた 7  11% 

その他 12  19% 

計 177  277% 

（回答者数） 64  100% 

（注）本質問は複数回答のため，割合の分母を回答者数とした． 

 

ようも

ん坂 
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車道 

参道 

 

須須神社 
下出集

会場 

 
避難場所 

避難路：矢印 

津波浸水域：網掛け 
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（5）下出区における「迅速な全員避難」の成立要因 

最後に，下出区における「迅速な全員避難」がで

きた理由について，自然現象・自助・共助・公助に

関わる総合的かつ客観的な観点から質問した(表-5)． 

p) 下出区住民が「迅速な全員避難ができた」理由

については,「地震の揺れがとても大きかったか

ら」が 69%で突出し，それを含む「自然現象」が

82%に上った（問 25）． 

q) 次いで,「大津波警報が発令された」（34%）とそ

れを含む「公助」が 57%,「自主防災組織の津波

避難訓練が役立った」（30%）とそれを含む「共

助」が 49%,「各自の地震・津波の知識が役立っ

た」（32%）が多く，それを含む「自助」が 48%

と続いた． 

以上より，「迅速な全員避難」の成立要因として，

項目別では「揺れの大きさ」が圧倒的に多く，ジャ

ンル別では「公助」・「共助」・「自助」が 5 割前後で

並ぶ結果となった． 

 

表-5 下出区住民が「迅速な全員避難ができた」理由（問 25） 

項目 件数 割合 

1)地震の揺れがとても大きかった 53  69% 

2)建物の倒壊が少なかった 5  6% 

3)津波の到達時間が市の被害想

定より遅かった 
5  6% 

4)地盤の隆起で浸水が抑えられた 0  0% 

5) 各自の地震・津波の知識が役

立った 
25  32% 

6)各家庭での津波避難の備えが役

立った 
12  16% 

7)ご近所等から避難の声かけがあ

った 
7  9% 

8)下出区の津波避難の啓発活動

が役立った 
8  10% 

9)下出区の津波避難訓練が役立

った 
23  30% 

10)大津波警報が発令された 26  34% 

11)市と区の連携により整備された

避難階段が役立った 
14  18% 

12)市の津波被害想定や避難対策

が役立った 
4  5% 

13)その他 3  4% 

計 185  240% 

（回答者数） 77  100% 

（注）本質問は複数回答のため，割合の分母を回答者数とした． 

 

5．おわりに ～1.1 における避難行動の要因分析～ 

 

本研究は,1.1 において下出区で「犠牲者ゼロの迅

速な全員避難」ができた要因を明らかにするため，

下出区住民の避難行動への影響要因に関する調査を

実施した．主な単純集計結果は以下のとおりである． 

① 地震・津波による大きな被害が発生（問１） 

② 命の危険を感じて，早期の避難開始（問３） 

③ 身近な避難場所への迅速な避難（問７） 

④ 事前の津波想起は半数以下の水準（問 10） 

⑤ ﾊｻﾞｰﾄﾞﾏｯﾌﾟの内容を含む認知度は低い（問 11） 

⑥ 自助として，避難方法の確認が最多（問 12） 

⑦ 避難訓練への積極参加が半数強（問 13） 

⑧ 避難行動の自己評価は約８割が肯定的（問 15） 

⑨ 迅速な避難の理由は揺れの大きさが最多（問 16） 

⑩ 迅速な全員避難も揺れの大きさが最多（問 25） 

 

次に，図-1 の分析枠組みにおける，避難を促進・

抑制する３つの要因（①危険認知，②避難の決定・

実行，③地域防災力）に関わる因子の評価について，

本調査結果のうち，「早めの避難開始」ができた理由

（問 16）と「避難開始が遅れた」理由（問 17）にヒ

アリング調査の結果も加え，地震前後に沿って整理

すると以下のとおりである（図-4）． 

① 【危険認知】においては, 地震前（3.11）からの「居場

所のリスク」（脆弱性）の認知が避難促進（意識醸成）

の契機となった可能性がある． 

地震時においては，「揺れの大きさ」が住民の避

難行動を強く促進する要因として機能した（表-5も参

照）．一方で，「津波経験がないこと」に起因しうる「津

波想起の不足（問 10）」や「ハザードマップ内容の認

知度の低さ（問 11）」といった本来抑制的に作用する

要因は，強い揺れやその後の大津波警報の影響に

より，結果的に避難行動を促進する方向へと転化さ

れたと考えられる． 

また，「要支援者の存在（意識面）」は「抑制」より

「促進」側に大きく作用した．たとえば，早期避難を

促す動機づけとして，帰省中あるいは在宅の若年家

族からの助言や情報提供が大きかったとの指摘があ

った（ヒアリング）． 

② 【避難の決定・実行】においては, 地震前の「避難方

法」の事前確認や「避難訓練」への積極的参加が避

難を促した．「津波経験」がなく避難が遅れた事例も

少数見られるが抑制要因は極めて限定的といえる． 

ヒアリングでも，発災時刻が正月昼間であり，帰省

により「家族が集合状況」にあったことで，「要支援者

の存在（行動面）」も，帰省中を含む若年家族による

自動車を含む同行避難が促進されたという． 

また，自動車避難においては，渋滞や道路閉塞

がほとんど発生しなかったことが円滑な避難につな

がったといえる． 

③ 【地域防災力】としては, 地震前の「自主防災組織の

継続的な訓練や啓発」,行政と自治会の連携による

自
然
現
象 

自 

助 

共 
助 

公 

助 

（82%） 

（48%） 

（49%） 

（57%） 
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施設整備（「避難階段の整備」など）の取組が，地震

時の迅速な避難行動や，隣近所の助け合い（声かけ

やおんぶでの搬送支援等）などを促した． 

また，避難訓練の開催に伴い，地元住民がよく口

にするようになった「何かあったら集会場」という合言

葉も災害時の避難場所の想起につながった． 

図-4 下出区の避難行動の要因分析（1.1 事例） 

 

以上より，本研究は，令和 6 年能登半島地震にお

ける下出区の「犠牲者ゼロの迅速な全員避難」が，

「大きな揺れ」という自然現象を契機に，「事前の避

難訓練」・「家族の集合状況」・「自主防災組織の活動」

など，複数の社会的要因が複合的に作用し，「危険認

知」・「避難の決定・実行」を後押して成立したこと

を明らかにした． 

このことは，「避難のオーバーフローモデル」にお

ける「危険認知」・「避難の決定・実行」・「地域防災

力」の三層構造に対応しており，他地域における避

難行動促進のための参照枠組みとして有用であると

考えられる． 

さらに本研究は，「オーバーフローモデル」を基盤

としつつ，「防災行動ナビゲート理論」が提示する多

面的要因とも整合しうる可能性を仮説として提示し

てきた．そこで，図-4 の解説を表-1 に接続して検証

すると，①「危険認知」は「認知的要因（大きな揺

れの恐怖）」・「情報提供要因（大津波警報・近隣から

の声かけ）」に，②「避難の決定・実行」は「認知的

要因（訓練に基づく行動意図・自己効力感）」・「社会

的要因（家族・コミュニティの影響）」・「教育・学習

要因（訓練参加）」に，③「地域防災力」は「社会的

要因（地域の結束力・ネットワーク）」・「物理的環境

要因（避難階段整備）」・「信頼・依存要因（行政との

協働）」にそれぞれ対応していることが確認できる．

これらの対応関係は，「リスク認知→行動意図→避難

（支援）行動」という展開過程における自助・共助

に及ぼす社会的要因の重要性を裏付けるものであり，

理論的枠組みの相互補完性を示唆している． 

最後に，今後の課題として，第一に，今回とは異

なり家族が分散している時間帯（例：平日昼間）に

発災した場合，限られた家族員数でいかに迅速な避

難判断と避難行動を実現できるかが問われる．とく

に要支援者の家族が不在の場合には，要支援者自ら

が通りかかった避難者に同行避難（自動車への相乗

り等）を要請するなどの対応が求められよう．  

第二に，今回の津波（1.1 事例）は下出区に地震

発生から 26 分後に到達し 14），その最大津波高は寺家

地区粟津海岸で 4.7m であった 15）．一方，珠洲市の津

波ハザードマップ（石川県被害想定）では到達時間

を 1 分未満から 18 分，最大津波高を 13.5m と想定さ

れており 16），もしこのタイプの地震・津波を想定す

る場合には，もっと早い避難開始が求められる． 

以上を踏まえ，今後は，地震・津波の発生時期・

規模・到達時間などの前提条件が変わっても，「犠牲

者ゼロの迅速な全員避難」を達成できるよう，主体

的かつ共同的な津波防災活動の展開が必要である．

そのための有効な手法として，前提条件を変えた避

難訓練の継続的な検証と改善，支援者も共に助かる

要支援者対策の導入，検証結果にもとづく実効性の

高い地区防災計画の策定などが不可欠である． 
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